
は
じ
め
に

本
稿
は
、
沖
縄
県
の
県
制
施
行
を
財
政
面
へ
の
変
化
と
「
県
費
補
給
金
」
の
位

相
に
着
目
し
て
論
ず
る
も
の
で
あ
る
。

沖
縄
県
へ
の
県
制
施
行
は
、
一
九
〇
八
（
明
治
四
一
）
年
二
月
法
律
第
二
号

「
府
県
制
中
改
正
法
律
」
に
よ
っ
て
「
府
県
制
」
第
一
三
八
条
第
三
項
に
「
沖
縄

県
ニ
関
シ
テ
ハ
勅
令
ヲ
以
テ
特
別
ノ
規
定
ヲ
設
ク
ル
コ
ト
ヲ
得
」
と
定
め
ら
れ
た

こ
と
を
受
け
、
一
九
〇
九
年
三
月
勅
令
第
二
〇
号
「
沖
縄
県
ニ
関
ス
ル
府
県
制
特

例
ノ
件
」
が
制
定
さ
れ
、
同
年
四
月
一
日
に
施
行
さ
れ
た
。
従
来
の
研
究
は
、
こ

の
県
制
に
つ
い
て
、
す
で
に
他
府
県
に
施
行
さ
れ
て
い
た
「
府
県
制
」（
一
八
九

〇
年
制
定
、
九
九
年
全
面
改
正
）
と
は
異
な
る
「
特
例
」
を
規
定
し
た
点
に
着
目

し
、
長
ら
く
論
点
と
し
て
き
た
。
つ
ま
り
、
県
会
議
員
の
選
挙
が
複
選
制
で
あ
る

点
、
県
参
事
会
の
設
置
が
な
く
知
事
に
そ
の
権
限
が
付
与
さ
れ
た
点
な
ど
、
県
民

の
政
治
参
加
を
制
限
す
る
性
格
が
強
調
さ
れ
て
き
た
と
い
え
る
（
１
）
。

そ
の
一
方
で
、
県
制
施
行
と
同
時
に
、
沖
縄
県
の
財
政
構
造
が
そ
れ
ま
で
の
国

庫
支
弁
か
ら
、
県
税
を
中
心
と
し
た
府
県
の
収
入
を
財
源
と
す
る
も
の
に
転
換
し

た
こ
と
は
、
こ
れ
ま
で
あ
ま
り
注
目
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
一
九
〇

八
年
二
月
法
律
第
三
号
「
沖
縄
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
ス
ル
法
律
」
お
よ
び

一
九
〇
九
年
三
月
勅
令
第
三
一
号
「
勅
令
中
府
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
シ
沖

縄
県
ニ
付
設
ケ
タ
ル
特
例
廃
止
ノ
件
」
を
も
っ
て
、
沖
縄
県
の
財
政
負
担
や
国
庫

補
助
に
関
し
、
法
律
お
よ
び
勅
令
に
規
定
さ
れ
て
い
た
特
別
措
置
は
す
べ
て
廃
止

さ
れ
る
に
至
っ
た
が
、
こ
の
県
制
施
行
に
と
も
な
う
財
政
構
造
の
再
編
と
い
う
論

点
を
主
題
と
し
て
論
じ
る
研
究
は
こ
れ
ま
で
な
か
っ
た
よ
う
に
思
う
（
２
）
。
そ
も
そ
も

一
九
〇
八
年
法
律
第
三
号
お
よ
び
一
九
〇
九
年
勅
令
第
三
一
号
の
制
定
の
経
緯
も
、

前
者
に
つ
い
て
「
府
県
制
と
関
連
し
て
」（『
沖
縄
県
史
』
第
二
巻
、
三
九
〇
頁
）

と
説
明
さ
れ
る
に
と
ど
ま
り
、
不
明
確
で
あ
っ
た
。

ま
た
、
一
九
〇
九
年
度
よ
り
国
庫
は
沖
縄
県
に
県
費
補
給
金
と
し
て
年
額
二
〇

万
円
を
支
出
す
る
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
『
沖
縄
県
史
』
第
二
巻
が

「
こ
の
年
〔
一
九
〇
九
年
―
―
筆
者
註
、
以
下
同
じ
〕
よ
り
べ
つ
に
国
庫
補
給
金
と
し

沖
縄
県
に
お
け
る
県
制
施
行
と
財
政
の
独
立

山

本

ち
ひ
ろ

東
京
大
学
日
本
史
学
研
究
室
紀
要

第
十
八
号

二
〇
一
四
年
三
月
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て
二
〇
万
円
が
県
費
に
ま
わ
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
こ
れ
は
の
ち
に
漸
次
逓
減
さ

れ
た
（
３
）
」
と
言
及
す
る
よ
う
に
、
の
ち
に
減
額
さ
れ
て
ゆ
く
こ
と
が
述
べ
ら
れ
る
こ

と
は
あ
っ
て
も
、
そ
れ
が
ど
の
よ
う
な
経
緯
か
ら
設
定
さ
れ
た
、
い
か
な
る
性
格

の
費
目
で
あ
っ
た
の
か
は
こ
れ
ま
で
検
証
さ
れ
ず
に
き
た
。「
府
県
制
」
は
、
府

県
の
財
務
に
関
し
て
、
財
源
は
府
県
税
そ
の
他
の
府
県
の
収
入
を
あ
て
る
こ
と
を

規
定
し
て
お
り
（
五
六
条
）、
そ
れ
に
照
ら
せ
ば
、
毎
年
県
費
の
一
部
を
国
庫
が

支
出
す
る
こ
と
は
特
異
な
現
象
で
あ
っ
た
と
い
え
る
が
、
先
行
研
究
で
は
そ
の
こ

と
が
あ
ら
た
め
て
疑
問
と
さ
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。

結
論
か
ら
先
に
言
え
ば
、
県
費
補
給
金
と
は
本
来
、
沖
縄
県
が
独
自
の
財
源
を

基
盤
に
財
政
運
営
が
可
能
と
な
る
ま
で
の
暫
定
的
な
措
置
と
し
て
、
政
府
が
設
定

し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
府
県
制
を
施
行
す
る
以
上
、
府
県
に
財
政
を
独
立
し
て
運

営
さ
せ
る
こ
と
は
政
府
に
お
い
て
自
明
の
こ
と
で
あ
り
、
一
時
的
に
国
費
に
よ
っ

て
補
助
を
す
る
こ
と
は
あ
っ
て
も
、
そ
れ
は
一
定
の
期
間
を
目
途
に
廃
止
さ
れ
る

べ
き
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
沖
縄
県
は
県
費
補
給
金
を
以
後
長
き
に
わ
た
っ

て
受
け
取
り
続
け
た
。
管
見
の
限
り
で
は
一
九
三
九
年
ま
で
受
給
が
確
認
で
き
る
（
４
）
。

一
九
〇
九
年
に
施
行
さ
れ
た
「
特
例
」
つ
き
の
府
県
制
は
一
九
二
〇
（
大
正
九
）

年
に
撤
廃
と
な
り
、
沖
縄
県
は
よ
う
や
く
他
府
県
と
同
一
の
地
方
制
度
下
に
置
か

れ
る
に
至
る
が
、
そ
れ
以
降
も
財
政
面
で
は
特
別
な
補
助
を
受
け
、
義
務
を
軽
減

さ
れ
て
い
た
と
い
え
る
。
こ
の
こ
と
は
沖
縄
県
下
に
お
い
て
地
方
自
治
と
財
政
の

独
立
を
め
ぐ
り
、
ど
の
よ
う
な
議
論
を
呼
ん
だ
の
だ
ろ
う
か
。

本
稿
は
こ
の
よ
う
な
問
題
関
心
の
も
と
、
第
一
に
法
律
第
三
号
の
制
定
過
程
を

検
討
し
、
県
費
補
給
金
の
性
格
を
解
明
す
る
。
そ
し
て
第
二
に
県
制
施
行
後
の
沖

縄
県
に
お
け
る
県
費
補
給
金
の
位
相
を
、
財
政
に
果
し
た
役
割
と
県
民
の
認
識
の

二
点
か
ら
考
察
す
る
。

な
お
、
沖
縄
県
は
一
九
二
〇
年
代
初
頭
よ
り
財
政
危
機
に
陥
り
、
一
九
二
六

（
大
正
一
五
）
年
度
よ
り
国
庫
か
ら
多
額
の
補
助
金
を
得
る
に
至
る
。
こ
の
こ
と

は
県
の
財
政
構
造
や
県
費
補
給
金
に
対
す
る
県
民
の
認
識
を
変
容
さ
せ
た
と
推
測

さ
れ
る
が
、
こ
の
小
論
で
は
ひ
と
ま
ず
一
九
二
五
年
ま
で
を
検
討
対
象
と
し
、
一

九
二
六
年
度
以
降
に
つ
い
て
は
末
尾
に
若
干
の
展
望
を
述
べ
る
に
と
ど
め
る
。

最
後
に
、
史
料
に
つ
い
て
述
べ
て
お
く
。
県
制
施
行
に
と
も
な
い
沖
縄
県
に
も

一
九
〇
九
年
に
県
会
が
設
置
さ
れ
た
が
、
そ
の
議
事
録
は
一
九
二
八
（
昭
和
三
）

年
以
降
し
か
現
存
が
な
い
。
そ
の
た
め
沖
縄
県
内
の
議
論
は
新
聞
記
事
な
ど
を
中

心
に
分
析
を
行
う
（
た
だ
し
、
新
聞
も
一
九
一
八
年
五
月
以
降
は
現
存
が
少
な

い
）。
ま
た
、
引
用
に
際
し
て
は
、
旧
漢
字
は
常
用
漢
字
に
改
め
、
適
宜
句
読
点

を
補
っ
た
。

一
、
県
制
施
行
と
県
費
補
給
金
を
め
ぐ
る
政
治
過
程

本
章
で
は
、
一
九
〇
八
（
明
治
四
一
）
年
法
律
第
三
号
の
制
定
過
程
を
検
討
し
、

法
律
第
三
号
が
府
県
制
と
い
か
な
る
関
連
を
も
っ
て
制
定
さ
れ
た
の
か
を
解
明
す

る
。
そ
し
て
、
一
九
〇
九
年
よ
り
国
庫
か
ら
沖
縄
県
に
支
給
さ
れ
た
県
費
補
給
金

が
ど
の
よ
う
な
意
図
か
ら
設
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
の
か
を
明
ら
か
に
す
る
。

法
律
第
三
号
の
法
律
案
は
、「
府
県
制
中
改
正
法
律
並
沖
縄
県
ノ
負
担
及
国
庫

補
助
ニ
関
ス
ル
法
律
ノ
件
（
５
）
」
と
の
件
名
で
、
一
九
〇
七
年
一
〇
月
三
一
日
付
で
内

務
省
に
よ
っ
て
内
閣
に
提
出
さ
れ
た
。
件
名
か
ら
も
明
ら
か
な
よ
う
に
、
法
律
第

三
号
の
法
律
案
は
前
述
の
法
律
第
二
号
の
法
律
案
と
一
括
し
て
議
論
さ
れ
て
い
た
。

こ
の
文
書
で
内
務
省
は
、
法
案
の
作
成
意
図
を
次
の
よ
う
に
説
明
し
た
。

沖
縄
県
ハ
従
来
単
ニ
行
政
区
画
ト
シ
テ
存
在
ス
ル
ニ
止
マ
リ
法
律
上
何
等
自

営
ノ
権
能
ヲ
有
セ
ス
、
然
ル
ニ
時
勢
ノ
進
運
ニ
伴
ヒ
諸
般
ノ
経
営
施
設
ヲ
要

ス
ル
モ
国
費
多
端
ノ
際
一
々
之
ニ
応
ス
ル
能
ハ
サ
ル
モ
ノ
ア
リ
、
乃
チ
之
ニ
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地
方
制
度
ヲ
施
行
シ
以
テ
自
治
ノ
端
緒
ヲ
開
ク
ハ
刻
下
緊
要
ノ
事
ニ
属
ス
、

唯
同
県
百
般
ノ
状
況
ハ
一
般
府
県
ト
同
一
ナ
ラ
サ
ル
カ
為
メ
直
チ
ニ
府
県
制

ヲ
施
行
ス
ル
ヲ
得
サ
ル
モ
ノ
ア
リ
、
依
テ
府
県
制
ヲ
施
行
ス
ル
ニ
至
ル
マ
テ

民
度
ニ
応
シ
テ
別
ニ
適
当
ノ
制
ヲ
定
メ
ラ
レ
ン
コ
ト
ヲ
望
ム
、
而
シ
テ
本
案

ノ
一
タ
ヒ
法
律
ト
シ
テ
実
施
セ
ラ
ル
ル
時
ハ
勅
令
ヲ
以
テ
沖
縄
県
ニ
関
ス
ル

特
別
ノ
制
ヲ
定
ム
ル
関
係
上
、
府
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
ス
ル
法
律
ノ

規
定
ハ
一
般
府
県
ノ
例
ニ
依
ラ
シ
ム
ル
ノ
必
要
ア
リ
、
依
テ
別
紙
府
県
制
中

改
正
法
律
案
並
ニ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
ス
ル
法
律
案
ヲ
提
出
ス

す
な
わ
ち
、
内
務
省
は
「
従
来
単
ニ
行
政
区
画
」
で
あ
っ
た
沖
縄
県
に
「
自
治

ノ
端
緒
」
を
開
く
こ
と
を
検
討
し
、
し
か
し
「
同
県
百
般
ノ
状
況
ハ
一
般
府
県
ト

同
一
ナ
ラ
サ
ル
カ
為
メ
」
直
ち
に
一
般
府
県
制
を
適
用
す
べ
き
で
は
な
く
、「
民

度
ニ
応
シ
テ
別
ニ
適
当
ノ
制
」
を
勅
令
を
も
っ
て
別
途
定
め
る
と
し
た
。
他
方
で
、

府
県
制
を
施
行
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
府
県
の
負
担
や
国
庫
補
助
に
関
し
て
も

「
一
般
府
県
ノ
例
ニ
依
ラ
シ
ム
ル
ノ
必
要
ア
リ
」
と
の
見
解
を
示
し
、
次
の
ふ
た

つ
の
法
律
案
を
作
成
し
た
（「
①
」「
②
」
は
筆
者
）。

①
府
県
制
中
改
正
法
律
案

府
県
制
中
左
ノ
通
改
正
ス

第
百
三
十
八
條
ニ
左
ノ
一
項
ヲ
加
フ

沖
縄
県
ニ
関
シ
テ
ハ
勅
令
ヲ
以
テ
特
別
ノ
規
定
ヲ
設
ク
ル
コ
ト
ヲ
得

②
沖
縄
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
ス
ル
法
律
案

法
律
中
府
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
シ
沖
縄
県
ニ
付
設
ケ
タ
ル
特
例
ハ

之
ヲ
廃
止
ス

附
則

本
法
施
行
ノ
期
日
ハ
命
令
ヲ
以
テ
之
ヲ
定
ム

こ
の
う
ち
、
①
は
の
ち
に
法
律
第
二
号
と
し
て
、
②
は
法
律
第
三
号
と
し
て
い

ず
れ
も
原
案
通
り
制
定
さ
れ
る
。
先
行
研
究
で
不
明
確
と
さ
れ
て
き
た
法
律
第
二

号
と
第
三
号
と
の
関
係
は
、
こ
の
よ
う
に
表
裏
一
体
を
な
す
も
の
で
あ
っ
た
。
そ

も
そ
も
内
務
省
は
、
沖
縄
県
に
府
県
制
を
施
行
す
る
以
上
、
そ
れ
が
す
で
に
他
府

県
に
施
行
さ
れ
て
い
る
府
県
制
と
は
異
な
り
「
別
ニ
適
当
ノ
制
」
を
定
め
る
も
の

で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
財
政
面
で
は
他
府
県
と
同
一
の
制
度
下
に
入
り
、
従
来
の

特
例
は
廃
止
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
前
提
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
こ
の
文
書
か
ら

は
、
む
し
ろ
「
国
費
多
端
」
の
観
点
か
ら
沖
縄
県
に
府
県
制
を
適
用
す
る
こ
と
が

検
討
さ
れ
た
よ
う
に
も
う
か
が
え
る
が
、
本
稿
で
は
そ
の
点
に
つ
い
て
こ
れ
以
上

論
ず
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
こ
で
は
府
県
制
の
施
行
と
財
政
面
で
の
特
例
廃
止

が
政
府
に
お
い
て
自
明
の
こ
と
と
し
て
論
じ
ら
れ
て
い
た
こ
と
を
、
繰
り
返
し
て

確
認
し
て
お
こ
う
。
そ
れ
は
内
務
省
が
②
「
沖
縄
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
ス

ル
法
律
案
」
に
付
し
た
次
の
理
由
書
に
端
的
に
示
さ
れ
て
い
る
。

沖
縄
県
ハ
未
タ
府
県
制
ノ
施
行
ナ
キ
ヲ
以
テ
、
其
ノ
地
方
費
ハ
国
庫
支
弁
ニ

属
シ
、
従
来
沖
縄
県
ニ
施
行
シ
タ
ル
法
律
中
府
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関

シ
テ
ハ
一
般
府
県
ト
其
ノ
趣
ヲ
異
ニ
セ
リ
、
然
ル
ニ
今
ヤ
同
制
ヲ
実
施
セ
ム

ト
ス
ル
ニ
至
リ
シ
ヲ
以
テ
此
等
ノ
特
例
ハ
之
ヲ
廃
止
シ
一
般
府
県
ノ
例
ニ
依

ル
ノ
必
要
ア
リ
、
是
レ
本
案
ヲ
提
出
ス
ル
所
以
ナ
リ
〔
傍
線
筆
者
〕

傍
線
部
よ
り
、
府
県
制
を
実
施
す
る
と
い
う
こ
と
は
つ
ま
り
、
財
政
面
に
お
け

る
従
来
の
特
例
を
廃
止
し
、
そ
の
面
で
も
一
般
府
県
と
同
一
に
な
る
こ
と
で
あ
る

と
の
内
務
省
の
見
解
が
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。

次
に
県
費
補
給
金
と
は
何
か
の
検
討
に
移
ろ
う
。
内
務
省
は
前
記
の
よ
う
な
法

律
案
を
提
案
し
つ
つ
も
、
実
際
に
は
地
方
費
の
全
額
を
一
挙
に
沖
縄
県
に
負
担
さ

せ
る
こ
と
に
は
慎
重
で
あ
り
、
よ
り
弾
力
性
の
あ
る
方
法
を
検
討
し
て
い
た
よ
う

で
あ
る
。
そ
の
こ
と
は
、
上
記
①
お
よ
び
②
を
審
議
し
た
第
二
四
回
帝
国
議
会
衆

議
院
府
県
制
中
改
正
法
律
案
外
一
件
委
員
会
（
一
月
二
九
日
）
に
お
い
て
、
床
次

竹
次
郎
内
務
省
地
方
局
長
の
行
っ
た
法
律
案
の
説
明
に
示
さ
れ
て
い
る
（
６
）
。
な
お
こ
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の
委
員
会
で
も
、
①
お
よ
び
②
の
法
律
案
は
委
員
長
の
提
案
に
よ
り
「
一
括
し
て

議
題
」
と
さ
れ
た
。

床
次
地
方
局
長
は
、
ま
ず
①
に
つ
い
て
「
唯
今
沖
縄
県
ハ
国
費
ヲ
以
テ
支
弁
シ

テ
居
ル
ノ
デ
ア
ル
カ
ラ
之
レ
ニ
府
県
制
ヲ
施
行
シ
テ
教
育
ナ
リ
其
他
ノ
費
用
ヲ
沖

縄
県
自
カ
ラ
支
弁
ス
ル
コ
ト
ハ
、
国
費
ノ
負
担
ヲ
軽
カ
ラ
シ
メ
又
沖
縄
県
自
治
ノ

発
達
ヲ
期
ス
ル
ニ
ヨ
リ
此
ノ
案
ヲ
提
出
シ
タ
ル
次
第
デ
ア
リ
マ
ス
」
と
説
明
し
、

次
い
で
、
来
る
明
治
四
二
年
度
よ
り
施
行
す
る
予
定
で
あ
る
こ
と
、
た
だ
し
現
行

府
県
制
を
そ
の
ま
ま
適
用
す
る
の
で
は
な
く
、「
簡
易
ナ
ル
点
」
よ
り
施
行
し
て

ゆ
く
こ
と
を
述
べ
た
。
そ
し
て
②
に
つ
い
て
次
の
よ
う
に
説
明
し
た
。

他
ノ
一
ハ
沖
縄
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
ス
ル
法
案
デ
、
之
レ
ハ
沖
縄
県

ニ
府
県
制
ヲ
施
行
ス
ル
ト
云
フ
ト
キ
ハ
沖
縄
県
ノ
費
用
ハ
沖
縄
県
之
ヲ
負
担

ス
ル
ハ
他
府
県
ト
同
一
デ
ア
リ
マ
ス
ガ
、
目
今
ノ
処
沖
縄
県
ノ
費
用
ニ
シ
テ

国
庫
ノ
負
担
ト
ナ
リ
居
ル
ハ
二
十
六
万
四
千
余
円
ニ
シ
テ
、
改
正
案
〔
府
県

制
中
改
正
法
律
案
〕
ヲ
実
施
ス
ル
ニ
当
リ
テ
ハ
沖
縄
県
ヨ
リ
十
万
円
、
二
十

万
円
ハ
向
フ
十
ヶ
年
国
庫
ヨ
リ
支
出
シ
テ
十
一
年
目
ヨ
リ
ハ
沖
縄
県
自
身
ノ

負
担
ニ
ス
ル
ト
云
フ
ノ
デ
ア
リ
マ
ス
、〔
後
略
〕

す
な
わ
ち
、
内
務
省
は
沖
縄
県
に
府
県
制
を
施
行
す
る
に
あ
た
り
、
他
の
府
県

同
様
に
「
沖
縄
県
ノ
費
用
ハ
沖
縄
県
之
ヲ
負
担
」
す
べ
き
で
あ
る
が
、
さ
し
あ
た

り
現
在
国
庫
が
負
担
し
て
い
る
沖
縄
県
の
県
費
約
二
六
万
四
千
余
円
を
見
当
に
、

沖
縄
県
よ
り
一
〇
万
円
を
、
国
庫
よ
り
二
〇
万
円
を
向
こ
う
一
〇
年
間
支
出
し
、

そ
れ
以
降
は
国
庫
に
よ
る
県
費
の
支
給
を
差
し
止
め
る
と
の
方
法
を
考
え
て
い
た
。

参
考
と
し
て
【
表
１
】
に
一
九
〇
四
年
か
ら
一
九
〇
七
年
ま
で
に
国
庫
が
沖
縄

県
の
地
方
費
と
し
て
支
出
し
た
金
額
（
決
算
額
）
を
挙
げ
た
。
こ
こ
で
床
次
地
方

局
長
の
述
べ
て
い
る
「
二
十
六
万
四
千
余
円
」
と
は
、
一
九
〇
七
年
の
予
算
額
と

推
測
さ
れ
る
。【
表
１
】
に
よ
れ
ば
一
九
〇
五
〜
一
九
〇
七
年
は
毎
年
三
〇
万
円

前
後
の
支
出
が
あ
り
、
そ
れ
を
目
安
に

以
降
の
負
担
の
配
分
が
算
出
さ
れ
た
と

考
え
ら
れ
る
。
な
お
、
こ
の
二
〇
万
円

は
一
九
〇
九
年
よ
り
「
沖
縄
県
地
方
費

補
給
」
と
い
う
費
目
で
内
務
省
よ
り
実

際
に
支
給
さ
れ
た
（
７
）
。
先
行
研
究
に
お
い

て
一
九
〇
九
年
よ
り
支
給
さ
れ
た
と
さ

れ
る
県
費
補
給
金
は
、
こ
の
よ
う
な
経

緯
で
設
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。

以
上
見
て
き
た
よ
う
に
、
法
律
第
三
号
は
、
本
来
、
法
律
第
二
号
と
切
り
離
し

て
論
じ
る
こ
と
の
で
き
な
い
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
も
そ
も
府
県
制
は
、
府
県
の
財

源
を
府
県
税
そ
の
他
の
府
県
の
収
入
に
よ
る
こ
と
を
定
め
て
お
り
、
府
県
制
を
施

行
す
る
こ
と
は
財
政
を
独
立
し
て
運
営
す
る
こ
と
と
同
義
で
あ
っ
た
の
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
一
九
〇
九
年
よ
り
国
庫
か
ら
支
給
さ
れ
た
県
費
補
給
金
と
は
、
府

県
制
の
原
則
に
照
ら
せ
ば
特
異
な
措
置
で
あ
り
、
そ
れ
は
沖
縄
県
が
「
沖
縄
県
自

身
ノ
負
担
」
に
よ
っ
て
財
源
を
確
保
で
き
る
体
力
を
身
に
つ
け
る
ま
で
の
暫
定
的

な
措
置
と
し
て
、
一
〇
年
間
を
目
途
に
設
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。

な
お
、
そ
の
後
の
経
過
に
つ
い
て
も
付
記
し
て
お
こ
う
。
①
お
よ
び
②
は
議
会

で
原
案
通
り
可
決
さ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
法
律
第
二
号
お
よ
び
第
三
号
と
し
て
一
九
〇

八
年
二
月
二
八
日
に
公
布
と
な
っ
た
（
８
）
。
た
だ
し
、
法
律
第
二
号
は
「
特
別
ノ
規

定
」
を
別
途
勅
令
に
よ
っ
て
定
め
る
と
し
、
ま
た
法
律
第
三
号
も
附
則
で
施
行
日

は
命
令
を
も
っ
て
定
め
る
と
し
て
お
り
、
法
律
第
二
号
、
第
三
号
の
公
布
を
も
っ

て
す
ぐ
さ
ま
沖
縄
県
に
何
ら
か
の
変
化
が
生
じ
た
わ
け
で
は
な
か
っ
た
。

法
律
第
二
号
で
「
特
別
ノ
規
定
」
を
定
め
る
と
さ
れ
た
勅
令
は
、
一
九
〇
九
年

三
月
一
二
日
に
勅
令
第
二
〇
号
「
沖
縄
県
ニ
関
ス
ル
府
県
制
特
例
ノ
件
」
と
し
て

【表１】 県制施行以前の国庫

支出の沖縄県費（決算）

金額（円）

３８９，６１２

３４５，０１９

２４４，９３９

２６７，２６８

典拠：『沖縄県統計書』第一編、
各年度の「国庫支出ノ
経費」より「地方費」を
抜粋して作成。

年度

１９０４（M３７）

１９０５（M３８）

１９０６（M３９）

１９０７（M４０）
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公
布
さ
れ
、
ま
た
同
日
に
は
勅
令
第
三
一
号
「
勅
令
中
府
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助

ニ
関
シ
沖
縄
県
ニ
付
設
ケ
タ
ル
特
例
廃
止
ノ
件
」
が
公
布
さ
れ
た
。
勅
令
第
三
一

号
は
勅
令
案
を
作
成
し
た
内
務
省
に
よ
れ
ば
、「
法
律
中
府
県
ノ
負
担
及
国
庫
補

助
ニ
関
シ
沖
縄
県
ニ
付
設
ケ
タ
ル
特
例
廃
止
ノ
件
客
年
法
律
第
三
号
ヲ
以
テ
発
布

相
成
候
処
、
勅
令
ニ
付
テ
モ
亦
同
様
ノ
規
定
ヲ
要
シ
候
」
と
あ
り
、
前
年
の
法
律

第
三
号
を
受
け
て
、
過
去
に
勅
令
に
規
定
し
た
特
例
も
廃
止
す
る
旨
を
定
め
る
も

の
で
あ
っ
た
（
９
）
。
な
お
、
こ
の
ふ
た
つ
の
勅
令
の
施
行
日
は
、
附
則
に
沖
縄
県
に
府

県
制
施
行
の
日
と
記
さ
れ
た
。
ま
た
、
先
に
別
途
命
令
を
も
っ
て
定
め
る
と
さ
れ

た
法
律
第
三
号
の
施
行
日
に
つ
い
て
も
、
同
年
三
月
二
五
日
に
内
務
省
令
第
八
号

に
よ
っ
て
「
明
治
四
十
一
年
法
律
第
三
号
ハ
沖
縄
県
ニ
府
県
制
施
行
ノ
日
ヨ
リ
之

ヲ
施
行
ス
」
と
決
定
し
た
（
１０
）
。
そ
し
て
、
一
九
〇
九
年
四
月
一
日
、
晴
れ
て
府
県
制

が
施
行
さ
れ
る
と
同
時
に
、
沖
縄
県
は
県
費
補
給
金
の
支
給
を
受
け
、
財
政
の
独

立
と
い
う
課
題
を
抱
え
こ
む
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

そ
れ
で
は
県
制
施
行
前
の
沖
縄
県
に
お
い
て
、
県
制
施
行
と
財
政
の
独
立
と
が

切
り
離
し
て
論
じ
る
こ
と
の
で
き
な
い
も
の
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
、
ど
の
程
度

理
解
さ
れ
て
い
た
の
だ
ろ
う
か
。
本
章
の
最
後
に
新
聞
記
事
を
ひ
と
つ
紹
介
し
て

お
こ
う
。

一
九
〇
八
年
二
月
一
日
の
『
琉
球
新
報
』
に
「
府
県
制
の
改
正
と
本
県
県
制
」

と
い
う
論
説
が
あ
る
。
こ
れ
は
一
月
二
九
日
に
衆
議
院
内
委
員
会
に
お
い
て
前
掲

①
「
府
県
制
中
改
正
法
律
案
」
お
よ
び
②
「
沖
縄
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
ス

ル
法
律
案
」
が
可
決
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
て
、
主
に
①
を
解
説
す
る
内
容
と
な
っ

て
い
る
。
記
者
は
府
県
制
中
改
正
法
律
案
は
「
則
ち
本
県
に
特
別
県
制
を
施
行
せ

ん
か
為
め
、
其
の
準
備
と
し
て
現
行
の
府
県
制
を
改
正
し
、
勅
令
を
以
て
特
別
の

規
定
を
設
く
の
余
地
を
存
せ
ん
と
す
る
も
の
な
り
」
と
の
解
釈
を
示
し
、
委
員
会

の
可
決
を
経
た
な
ら
ば
本
会
議
の
通
過
も
近
い
と
し
て
、「
本
県
下
に
県
制
施
行

の
期
が
次
第
に
近
く
な
り
、
県
民
多
年
の
希
望
た
る
自
治
の
機
関
が
備
へ
ら
る
ゝ

こ
と
ゝ
な
る
を
以
て
喜
ふ
べ
き
一
義
」
で
あ
る
と
し
た
。
対
し
て
記
者
は
次
の
よ

う
な
態
度
を
「
愚
論
の
代
表
」
と
し
て
批
判
し
た
。

然
る
に
一
部
の
論
者
中
に
は
本
県
下
は
間
切
〔
前
近
代
以
来
の
沖
縄
の
行
政
区

画
、
一
九
〇
八
年
町
村
に
改
称
〕
費
な
ど
が
巨
額
な
る
故
、
全
部
の
地
方
費
負

担
に
堪
へ
ず
、
随
て
国
庫
の
補
助
な
き
時
は
、
本
県
下
の
幸
福
の
為
め
に
施

行
せ
ら
る
ゝ
県
制
か
反
対
の
事
実
を
提
出
す
る
に
至
ら
ん
な
ど
唱
導
す
る
も

の
あ
る
を
悲
し
む
。

こ
の
よ
う
に
、
県
制
施
行
前
の
沖
縄
県
で
は
、
県
制
施
行
の
意
義
を
「
県
民
多

年
の
希
望
た
る
自
治
の
機
関
が
備
へ
ら
る
ゝ
こ
と
」
に
認
め
歓
迎
す
る
意
見
の
あ

る
一
方
、
財
政
上
の
特
例
が
廃
止
さ
れ
る
こ
と
を
危
機
感
を
も
っ
て
受
け
止
め
、

地
方
費
負
担
の
困
難
か
ら
む
し
ろ
「
幸
福
」
と
は
反
対
の
方
向
に
導
か
れ
か
ね
な

い
と
の
見
方
も
あ
っ
た
。
県
制
の
施
行
と
は
、
そ
れ
に
と
も
な
っ
て
「
全
部
の
地

方
費
負
担
」
を
要
請
す
る
も
の
で
あ
る
と
の
理
解
が
、
県
民
の
あ
い
だ
に
確
か
に

あ
っ
た
の
で
あ
る
。

二
、
県
制
施
行
後
の
財
政
と
県
費
補
給
金
の
位
相

（
１
）
財
政
運
営
と
県
費
補
給
金

本
章
で
は
県
制
施
行
後
の
沖
縄
県
に
お
い
て
、
県
費
補
給
金
が
財
政
上
に
果
し

た
役
割
を
検
討
し
、
ま
た
県
民
の
県
費
補
給
金
に
対
す
る
認
識
を
考
察
す
る
。

冒
頭
で
も
述
べ
た
通
り
、
県
制
施
行
後
の
沖
縄
県
の
財
政
を
主
題
と
し
て
論
じ

た
研
究
は
ほ
と
ん
ど
な
い
に
等
し
い
。
し
た
が
っ
て
、
財
政
を
検
討
す
る
に
あ
た

り
課
題
と
す
べ
き
論
点
は
多
い
が
、
本
章
で
は
行
論
上
最
低
限
必
要
な
点
を
お
さ
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え
る
に
と
ど
め
る
。
な
お
、
財
政
を
検
討
す
る
際
に
県
の
統
計
書
は
重
要
な
史
料

と
な
る
が
、
残
念
な
が
ら
『
沖
縄
県
統
計
書
』
は
一
九
〇
八
年
、
一
九
〇
九
年
の

現
存
が
な
く
、
以
下
は
一
九
一
〇
年
以
降
の
統
計
を
も
と
と
し
た
分
析
と
な
る
。

最
初
に
、【
表
２
】
に
一
九
一
〇
（
明
治
四
三
）
年
か
ら
一
九
二
五
（
大
正
一

四
）
年
ま
で
の
県
の
歳
出
の
推
移
を
示
し
た
。
こ
れ
を
見
る
と
、
歳
出
額
は
一
九

一
〇
年
の
三
六
万
二
千
円
か
ら
一
九
一
一
年
に
は
五
七
万
円
八
千
円
へ
と
急
増
し
、

そ
の
後
一
九
一
六
年
ま
で
ほ
ぼ
横
ば
い
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
先
に

【
表
１
】
で
県
制
施
行
前
の
国
庫
支
出
の
沖
縄
県
費
が
三
〇
万
円
前
後
で
あ
っ
た

こ
と
を
確
認
し
た
が
、
県
制
施
行
後
に
歳
出
規
模
は
急
増
し
、
県
費
は
一
九
〇
七

年
か
ら
一
九
一
一
年
ま
で
の
わ
ず
か
四
年
間
の
う
ち
に
倍
以
上
と
な
っ
て
い
た
。

ま
た
、
一
九
一
七
年
以
降
一
九
二
二
年
ま
で
は
歳
出
は
毎
年
前
年
比
一
〇
％
以

上
の
増
加
が
確
認
で
き
る
。
と
く
に
一
九
一
九
年
と
一
九
二
〇
年
に
急
増
し
、
一

九
二
三
年
以
降
漸
減
し
て
い
る
。
第
一
次
大
戦
中
お
よ
び
大
戦
後
の
歳
出
の
急
増

が
何
に
由
来
す
る
の
か
は
、
別
に
詳
細
な
検
討
を
要
す
る
が
、
当
該
期
の
一
般
的

動
向
と
し
て
、
物
価
高
騰
に
よ
る
吏
員
・
小
学
校
教
員
の
俸
給
手
当
、
庁
舎
建
築

修
繕
費
、
既
定
事
業
費
等
々
の
増
額
が
生
じ
、
地
方
歳
出
が
増
大
し
た
こ
と
が
指

摘
さ
れ
て
お
り
（
１１
）
、
沖
縄
県
に
つ
い
て
も
あ
る
程
度
は
そ
の
説
明
が
可
能
な
の
で
は

な
い
か
と
考
え
る
。

次
に
急
増
し
て
ゆ
く
歳
出
の
財
源
を
何
で
補
っ
て
い
た
の
か
を
、
歳
入
の
推
移

と
そ
の
構
成
を
示
し
た
【
表
３
】
で
確
認
し
よ
う
。
歳
入
は
歳
出
同
様
一
九
一
一

年
に
大
き
く
伸
び
、
そ
の
後
一
九
一
五
年
ま
で
ほ
ぼ
横
ば
い
と
な
っ
て
い
る
。
一

九
一
六
年
以
降
一
九
二
二
年
ま
で
毎
年
前
年
比
一
〇
％
以
上
増
加
し
、
と
く
に
一

九
二
〇
年
と
一
九
二
一
年
に
は
そ
れ
ぞ
れ
前
年
比
約
三
三
％
の
急
増
を
み
て
い
る
。

そ
し
て
、
そ
の
構
成
を
見
る
と
、
歳
入
の
増
加
は
県
税
収
入
の
増
大
に
依
拠
し
て

い
る
面
が
大
き
い
こ
と
が
わ
か
る
。
す
な
わ
ち
、
歳
入
総
額
に
占
め
る
県
税
の
割

合
は
、
一
九
一
八
年
ま
で
三
〇
％
前
後
で
あ
り
、
一
九
一
九
年
に
三
八
％
、
一
九

二
〇
年
〜
一
九
二
一
年
に
は
歳
入
の
五
〇
％
前
後
を
県
税
が
占
め
る
に
至
っ
て
い

る
。
一
九
一
九
年
以
降
に
県
税
収
入
が
急
増
す
る
の
は
、
膨
張
す
る
地
方
財
政
の

財
源
確
保
の
た
め
に
、
政
府
が
一
九
一
九
年
三
月
と
一
九
二
〇
年
八
月
に
地
方
附

加
税
の
制
限
を
拡
張
し
た
か
ら
で
あ
ろ
う
（
１２
）
。
こ
の
間
の
県
税
の
増
徴
に
よ
っ
て
沖

縄
県
に
お
け
る
一
戸
あ
た
り
の
県
税
額
は
一
九
一
〇
年
の
一
、
一
五
円
か
ら
一
九

一
九
年
に
は
三
、
五
三
円
へ
、
さ
ら
に
一
九
二
〇
年
に
六
、
一
四
円
、
一
九
二
一

年
に
は
七
、
一
六
円
へ
と
約
一
〇
年
間
で
六
倍
以
上
に
急
増
し
た
（
１３
）
。
対
し
て
、
県

費
補
給
金
は
当
初
の
二
〇
万
円
か
ら
一
九
一
四
年
に
一
七
万
円
、
一
九
一
五
年
に

一
六
万
円
、
一
九
二
三
年
に
一
三
万
六
千
円
へ
と
減
額
さ
れ
、
一
九
一
六
年
以
降

に
県
の
歳
入
規
模
が
膨
張
し
て
ゆ
く
な
か
で
歳
入
に
占
め
る
比
率
を
下
げ
て
い
っ

た
。一

見
す
る
と
こ
の
こ
と
は
、
県
の
財
政
に
お
け
る
県
費
補
給
金
の
比
重
が
低
下

【表２】 県制施行後の歳出の推移（決算）

増減率（％）

５９．６

２．９

△５．０

△８．９

１０．８

△５．４

１９．１

１２．９

２５．０

３６．７

１０．３

３６．２

△６．２

△４．８

△２．９

典拠：『沖縄県統計書』第一編、各年度の
「県歳出決算累年比較」より作成。

注：△はマイナスを示す。

歳出総計（円）

３６２，２８４

５７８，３６０

５９５，０１４

５６５，０９６

５１４，９５６

５７０，３１９

５３９，６１０

６４２，７７３

７２５，６２３

９０６，９０４

１，２３９，９１９

１，３６７，８３８

１，８６２，４６６

１，７４６，７８１

１，６６２，５８８

１，６１４，５６８

年度

１９１０（M４３）

１９１１（M４４）

１９１２（M４５）

１９１３（T２）

１９１４（T３）

１９１５（T４）

１９１６（T５）

１９１７（T６）

１９１８（T７）

１９１９（T８）

１９２０（T９）

１９２１（T１０）

１９２２（T１１）

１９２３（T１２）

１９２４（T１３）

１９２５（T１４）
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し
た
か
の
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
る
が
、
実
際
は
ど
う
だ
っ
た
の
か
。
答
え
は
お
そ

ら
く
否
で
あ
る
。
そ
れ
は
次
の
二
点
か
ら
言
え
る
。
ひ
と
つ
は
、
他
府
県
と
の
歳

入
構
成
の
比
較
で
あ
る
。『
地
方
自
治
百
年
史
』
は
、
一
九
一
九
年
度
に
お
け
る

全
国
の
府
県
の
歳
入
総
額
（
二
億
四
九
〇
七
万
円
）
と
そ
の
構
成
比
の
平
均
を
算

出
し
て
い
る
が
、
そ
れ
に
よ
れ
ば
歳
入
に
占
め
る
府
県
税
の
割
合
は
全
国
平
均
で

五
八
、
三
％
で
あ
っ
た
（
１４
）
。
対
し
て
同
年
の
沖
縄
県
の
歳
入
に
占
め
る
県
税
の
割
合

は
【
表
３
】
か
ら
確
認
で
き
る
よ
う
に
三
八
、
〇
％
で
あ
り
全
国
平
均
を
下
回
っ

て
い
た
。
さ
ら
に
、
歳
入
規
模
の
近
い
府
県
と
構
成
を
比
較
し
て
見
る
な
ら
ば
、

同
年
度
に
お
い
て
沖
縄
県
と

歳
入
規
模
が
比
較
的
近
い
の

は
奈
良
県
（
歳
入
計
二
、
二

〇
九
、
六
九
七
円
）
で
あ
っ

た
が
、
奈
良
県
の
場
合
、
歳

入
に
占
め
る
県
税
（
一
、
五

四
八
、
七
三
四
円
）
の
割
合

は
七
〇
、
〇
％
に
上
っ
て
い

た
（
１５
）
。
第
一
次
大
戦
後
の
県
税

の
急
激
な
増
徴
は
沖
縄
県
民

に
と
っ
て
確
か
に
大
き
な
負

担
で
あ
っ
た
で
あ
ろ
う
が
、

県
費
補
給
金
と
い
う
財
源
が

あ
っ
た
が
ゆ
え
に
、
ま
だ
こ

の
額
で
抑
え
ら
れ
て
い
た
と

い
う
見
方
も
で
き
よ
う
（
１６
）
。

も
う
ひ
と
つ
は
県
の
歳
入

構
成
の
推
移
の
検
討
で
あ
る
。

【
表
４
】
に
歳
入
が
膨
張
し

て
ゆ
く
一
九
一
八
年
か
ら
一

九
二
四
年
ま
で
の
歳
入
構
成

を
示
し
た
。
こ
れ
を
見
る
と

県
費
補
給
金
が
比
率
を
下
げ

て
ゆ
く
一
方
、
何
が
歳
入
を

支
え
た
の
か
と
い
え
ば
、
一

【表３】 県制施行後の歳入の推移と県税、県費補給金の割合（決算）

（円）

県費補給金

（４８．４％）

（３１．６％）

（３３．２％）

（３４．８％）

（３１．１％）

（２８．０％）

（２３．６％）

（２０．４％）

（１７．３％）

（１５．５％）

（１１．７％）

（８．８％）

（７．４％）

（７．０％）

（５．４％）

（７．７％）

典拠：『沖縄県統計書』第一編、各年度の「県歳入決算累年比較」よ
り作成。

注：（ ）内は歳入に占める割合を示す。

２００，０００

２００，０００

２００，０００

２００，０００

１７０，０００

１６０，０００

１６０，０００

１６０，０００

１６０，０００

１６０，０００

１６０，０００

１６０，０００

１６０，０００

１３６，０００

１３６，０００

１３６，０００

県税

（２８．２％）

（２８．４％）

（３３．０％）

（３５．２％）

（３３．３％）

（３３．１％）

（３０．７％）

（２９．１％）

（２８．７％）

（３８．０％）

（５３．５％）

（４５．２％）

（３５．６％）

（３７．２％）

（３０．１％）

（４０．３％）

１１６，５６３

１７９，８６６

１９８，７２３

２０２，０２６

１８２，３６４

１８９，１３３

２０７，４８３

２２８，１０４

２６５，２０８

３９２，５６１

７３５，１００

８２４，６４０

７７０，６４１

７２７，４８３

７５９，９４１

７１０，５７１

歳入総計

４１３，３２１

６３２，９２０

６０２，２９７

５７４，６４１

５４６，９１４

５７２，１３９

６７６，６２１

７８３，７３６

９２３，２１５

１，０３３，９３２

１，３７２，８９５

１，８２２，８７７

２，１６４，０００

１，９５６，３７１

２，５２２，３７３

１，７６３，２３７

年度

１９１０

１９１１

１９１２

１９１３

１９１４

１９１５

１９１６

１９１７

１９１８

１９１９

１９２０

１９２１

１９２２

１９２３

１９２４

１９２５

【表４】１９１８～１９２４年の歳入構成（決算）

１９２４年

７５９，９４１

２０８，５９０

７２７，２００

－

－

４２２，４６７

１３６，０００

２６８，１７５

２，５２２，３７３

典拠：『沖縄県統計書』第一編、各年度の「県歳入決算累年比較」より作成
注：「その他諸収入」には、財産収入、雑収入、財産売払代などが含まれる。

１９２３年

７２７，４８３

３００，３９５

９７，７００

１０，５７５

６３，４７８

３６６，４９３

１３６，０００

２５４，２４７

１，９５６，３７１

１９２２年

７７０，６４１

４５５，０３７

２７，２００

２１，８４６

－

４０９，９４３

１６０，０００

３１９，３３３

２，１６４，０００

１９２１年

８２４，６４０

１３２，９７７

１９３，５００

７，６６６

－

３４１，０１１

１６０，０００

１６３，０８３

１，８２２，８７７

１９２０年

７３５，１００

１２７，０２７

－

５，１３７

－

２６３，１６３

１６０，０００

８２，４６８

１，３７２，８９５

１９１９年

３９２，５６１

１９７，５９２

－

２，６５０

－

２３７，５２５

１６０，０００

４３，６０４

１，０３３，９３２

１９１８年

２６５，２０８

１４０，９６２

－

１４，１２８

１６，２０３

２９０，７０８

１６０，０００

３６，００６

９２３，２１５

県税

前年度繰越金

県債

寄付金

市町村分賦金

その他諸収入

県費補給金
国庫補助金・国庫下渡金

総計
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九
一
九
年
で
は
前
年
度
繰
越
金
が
増
加
し
、
一
九
二
〇
年
で
は
県
税
が
、
一
九
二

一
年
は
県
税
と
県
債
が
、
一
九
二
二
年
は
前
年
度
繰
越
金
が
、
一
九
二
三
年
と
一

九
二
四
年
で
は
県
債
が
増
加
し
て
お
り
、
県
税
以
外
で
は
前
年
度
繰
越
金
や
県
債

を
頼
り
と
す
る
財
政
運
営
で
あ
っ
た
こ
と
が
わ
か
る
。

以
上
の
よ
う
に
、
県
制
施
行
後
の
沖
縄
県
の
財
政
は
一
九
一
〇
年
代
初
頭
に
規

模
を
拡
大
し
、
第
一
次
大
戦
期
お
よ
び
大
戦
後
に
さ
ら
に
急
速
に
膨
張
し
た
。
そ

の
な
か
で
県
費
補
給
金
は
、
漸
減
さ
れ
て
ゆ
く
と
は
い
え
県
の
歳
入
に
お
い
て
な

お
重
要
な
財
源
で
あ
り
、
そ
れ
が
あ
っ
た
が
ゆ
え
に
歳
入
に
占
め
る
県
税
の
割
合

は
他
府
県
よ
り
も
低
く
抑
え
ら
れ
て
い
た
。
当
初
一
〇
年
間
の
特
別
措
置
と
し
て

設
定
さ
れ
た
県
費
補
給
金
は
、
こ
の
よ
う
に
県
の
財
政
構
造
に
組
み
込
ま
れ
、
欠

く
こ
と
の
で
き
な
い
も
の
と
な
っ
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。

（
２
）
財
政
の
独
立
と
い
う
命
題

で
は
県
制
施
行
後
の
沖
縄
県
に
お
い
て
、
地
方
自
治
と
県
費
補
給
金
と
の
関
係

は
ど
の
よ
う
に
議
論
さ
れ
た
の
だ
ろ
う
か
。
こ
こ
で
は
県
制
の
「
特
例
」
撤
廃
が

主
張
さ
れ
た
際
の
議
論
を
参
照
し
よ
う
。
沖
縄
県
で
は
大
正
初
期
か
ら
県
制
の

「
特
例
」
撤
廃
を
要
請
す
る
声
が
高
ま
っ
て
ゆ
く
が
、
そ
の
な
か
で
「
特
例
」
が

撤
廃
さ
れ
て
も
県
費
補
給
金
は
存
続
す
る
の
か
否
か
が
論
点
と
な
っ
た
。
前
述
の

よ
う
に
一
九
〇
九
年
に
沖
縄
県
に
施
行
さ
れ
た
県
制
は
県
民
の
政
治
参
加
を
制
限

す
る
「
特
例
」
を
規
定
し
て
お
り
、
ま
た
同
年
よ
り
沖
縄
県
に
は
県
費
補
給
金
が

支
給
さ
れ
た
が
、
両
者
の
関
係
を
明
文
化
す
る
も
の
は
な
く
、
し
た
が
っ
て
こ
こ

で
県
費
補
給
金
と
は
何
か
と
い
う
こ
と
が
あ
ら
た
め
て
問
題
と
さ
れ
る
に
至
っ
た

の
で
あ
る
。
構
図
と
し
て
は
、
内
務
省
と
県
当
局
が
県
費
補
給
金
の
重
要
性
を
訴

え
て
「
特
例
」
の
撤
廃
に
消
極
的
だ
っ
た
の
に
対
し
、
撤
廃
を
主
張
す
る
者
は
そ

れ
は
「
混
同
」
で
あ
る
と
批
判
を
加
え
た
。

例
え
ば
、
一
九
一
四
（
大
正
三
）
年
九
月
二
二
日
の
『
琉
球
新
報
』
は
、
内
務

省
に
お
い
て
沖
縄
県
の
府
県
制
特
例
お
よ
び
特
別
町
村
制
の
撤
廃
が
内
定
し
た
と

の
報
を
得
て
、「
県
下
の
為
め
最
も
喜
ぶ
可
き
事
象
」
と
述
べ
、
か
つ
て
「
県
制

に
就
て
は
往
々
県
費
補
助
問
題
を
混
同
」
す
る
向
き
も
あ
っ
た
が
、
今
や
県
当
局

も
内
務
省
も
県
民
の
宿
望
を
容
れ
る
に
至
り
、
長
年
の
努
力
の
甲
斐
あ
っ
た
と
喜

ん
だ
（
１７
）
。
た
だ
し
、
こ
こ
で
重
要
な
こ
と
は
、
同
紙
は
県
費
補
給
金
は
府
県
制
特
例

と
直
接
関
連
す
る
も
の
で
は
な
く
と
も
、
府
県
制
を
施
行
す
る
県
と
し
て
い
ま
だ

特
別
の
優
遇
を
受
け
て
い
る
こ
と
に
変
わ
り
は
な
い
と
の
認
識
を
示
し
て
い
る
こ

と
で
あ
る
。

而
し
て
一
般
制
度
の
施
行
に
依
っ
て
県
民
の
権
利
問
題
は
全
然
解
決
せ
ら
れ

た
る
も
、
義
務
問
題
に
於
て
は
猶
ほ
特
殊
の
恩
典
に
浴
し
つ
ゝ
あ
る
を
以
て
、

今
後
は
大
い
に
義
務
問
題
の
解
決
に
向
っ
て
努
力
す
る
の
必
要
あ
り
。
義
務

問
題
と
は
即
ち
経
済
問
題
に
し
て
、
制
度
問
題
と
は
全
然
別
種
の
性
質
を
有

し
断
然
混
同
す
る
を
許
さ
ず
と
雖
、
権
利
の
獲
得
に
熱
心
に
し
て
義
務
の
履

行
を
閑
却
す
る
は
吾
人
の
潔
し
と
せ
ざ
る
所
、
権
利
問
題
の
解
決
は
直
ち
に

義
務
問
題
の
解
決
に
向
か
っ
て
重
大
な
る
責
任
を
生
ず
る
も
の
な
る
を
以
て
、

県
民
は
此
点
に
向
ひ
一
層
の
努
力
経
営
を
試
み
、
其
責
任
を
全
う
せ
ざ
る
可

ら
ざ
る
な
り
（
１８
）
。

い
わ
く
、
府
県
制
の
施
行
に
は
「
権
利
問
題
」
と
「
義
務
問
題
」
が
あ
る
が
、

こ
の
う
ち
「
義
務
問
題
」
に
つ
い
て
は
沖
縄
県
は
「
特
殊
の
恩
典
」
を
受
け
て
い

る
。「
特
殊
の
恩
典
」
と
は
つ
ま
り
県
費
補
給
金
を
指
す
の
だ
ろ
う
。
そ
し
て
、

こ
こ
で
「
権
利
問
題
」
が
前
進
し
た
か
ら
と
い
っ
て
「
義
務
の
履
行
を
閑
却
」
し

た
の
で
は
片
手
落
ち
で
あ
り
、
そ
の
責
任
を
再
認
識
せ
よ
と
注
意
を
促
し
た
の
で

あ
っ
た
。

ま
た
、
の
ち
に
改
造
社
を
創
立
し
た
こ
と
で
知
ら
れ
る
山
本
実
彦
は
、
中
学
卒
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業
後
一
時
期
沖
縄
で
代
用
教
員
を
勤
め
た
経
歴
が
あ
る
が
、
一
九
一
六
年
に
刊
行

し
た
『
我
観
南
国
』
と
い
う
著
書
に
お
い
て
「
特
別
県
制
撤
廃
問
題
」
と
題
し
、

沖
縄
県
に
施
行
さ
れ
た
県
制
の
「
特
例
」
を
撤
廃
す
る
こ
と
に
つ
い
て
論
じ
て
い

る
。
こ
こ
で
山
本
は
「〔
府
県
制
特
例
〕
撤
廃
を
難
ず
る
主
務
省
は
蓋
し
、
財
政
の

独
立
せ
ざ
る
沖
縄
に
一
般
県
制
を
施
行
す
る
を
危
険
な
り
と
し
、
内
地
の
諸
県
と

同
じ
く
、
物
質
上
の
独
立
を
見
る
に
至
り
て
よ
り
施
行
す
る
を
最
良
の
政
策
な

り
」
と
す
る
が
、「
さ
れ
ど
政
府
の
補
給
金
と
一
般
自
治
の
独
立
と
は
別
問
題
な

り
、
年
々
十
八
九
万
円
を
沖
縄
県
に
補
給
す
る
が
為
め
、
属
国
視
し
て
継
児
扱
を

な
す
は
惨
酷
に
し
て
不
親
切
な
る
政
策
な
り
と
す
（
１９
）
」
と
述
べ
て
い
る
。
こ
こ
で
も

先
に
見
た
の
と
同
様
、
府
県
制
特
例
と
県
費
補
給
金
と
の
関
係
が
議
論
さ
れ
、
両

者
に
は
関
連
が
あ
る
と
し
て
府
県
制
特
例
の
撤
廃
に
消
極
的
な
「
主
務
省
」
に
対

し
、
山
本
は
両
者
は
「
別
問
題
」
で
あ
る
と
主
張
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
そ
の
あ

と
で
や
は
り
前
掲
の
『
琉
球
新
報
』
と
同
様
に
、「
真
に
自
治
制
を
欲
せ
ば
先
づ

政
府
の
補
給
金
の
如
き
は
断
と
し
て
返
還
す
る
の
慨
を
以
て
進
出
す
可
き
也
（
２０
）
」
と

し
て
、
県
費
補
給
金
と
は
本
来
、
府
県
制
の
理
念
と
相
い
れ
な
い
も
の
で
あ
る
と

の
認
識
を
示
し
て
い
る
こ
と
は
重
要
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
府
県
制
特
例
の
撤
廃
が
議
論
さ
れ
る
な
か
で
、
府
県
制
特
例
と

県
費
補
給
金
と
の
関
連
が
問
題
と
な
っ
た
。
特
例
の
撤
廃
を
求
め
る
者
は
、
両
者

の
関
連
は
な
い
と
主
張
し
た
。
現
に
、
府
県
制
特
例
は
一
九
二
〇
年
四
月
に
撤
廃

さ
れ
た
が
、
県
費
補
給
金
は
廃
止
に
な
る
こ
と
な
く
以
後
も
継
続
し
て
支
給
さ
れ

た
（【
表
３
】）。
そ
し
て
、
本
稿
に
お
い
て
強
調
し
て
お
き
た
い
こ
と
は
、
こ
の

一
九
一
〇
年
代
半
ば
に
お
い
て
は
、
県
費
補
給
金
が
「
特
殊
の
恩
典
」
で
あ
り
、

「
真
の
自
治
制
を
欲
」
す
る
以
上
、「
返
還
」
す
べ
き
も
の
で
あ
る
と
の
認
識
が
確

か
に
存
在
し
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

お
わ
り
に

本
稿
で
は
沖
縄
県
へ
の
県
制
施
行
を
財
政
構
造
の
再
編
と
い
う
観
点
か
ら
再
検

討
し
た
。
一
九
〇
九
年
の
県
制
施
行
に
関
し
て
は
、
従
来
の
研
究
は
、
そ
れ
が
県

民
の
政
治
参
加
の
権
利
に
一
般
府
県
制
と
は
異
な
る
「
特
例
」
を
規
定
し
た
点
に

関
心
を
寄
せ
、
も
う
一
方
の
重
要
項
で
あ
る
財
政
面
で
の
変
化
に
つ
い
て
は
視
点

を
欠
く
傾
向
が
あ
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
本
稿
は
、
財
政
面
で
は
ま
さ
に
こ
の
県
制

施
行
を
も
っ
て
、
他
府
県
と
同
一
の
制
度
下
に
置
か
れ
た
こ
と
に
着
目
し
、
県
制

施
行
と
は
す
な
わ
ち
財
政
の
独
立
を
義
務
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
を
政
治
過

程
に
さ
か
の
ぼ
っ
て
検
証
し
た
。
ま
た
、
そ
の
一
方
で
内
務
省
は
沖
縄
県
の
財
政

面
で
の
変
化
に
配
慮
し
、
県
費
補
給
金
と
い
う
特
別
の
措
置
を
採
用
し
た
こ
と
を

明
ら
か
に
し
た
。

こ
の
県
費
補
給
金
は
、
本
来
、
沖
縄
県
が
自
己
の
負
担
に
よ
っ
て
財
源
を
確
保

で
き
る
よ
う
に
な
る
ま
で
の
暫
定
的
な
措
置
と
し
て
一
〇
年
間
を
目
途
に
内
務
省

が
設
定
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
後
の
歳
出
規
模
の
膨
張
の

な
か
で
、
県
費
補
給
金
は
沖
縄
県
の
乏
し
い
歳
入
を
支
え
る
重
要
な
財
源
と
し
て

の
位
置
を
占
め
て
ゆ
き
、
県
の
財
政
に
不
可
欠
な
も
の
と
し
て
組
み
こ
ま
れ
て

い
っ
た
。
し
か
し
他
方
で
、
県
費
補
給
金
を
め
ぐ
っ
て
は
、
そ
れ
が
府
県
制
の
原

則
に
悖
る
特
殊
な
も
の
で
あ
る
と
の
議
論
は
確
か
に
存
在
し
、「
真
の
自
治
制
を

欲
」
す
る
以
上
、「
返
還
」
す
べ
き
も
の
で
あ
る
と
の
主
張
が
、
少
な
く
と
も
一

九
一
〇
年
代
半
ば
ま
で
は
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
沖
縄
県
に
は
県
制
の
施
行

と
同
時
に
財
政
の
独
立
と
い
う
問
題
が
胚
胎
し
て
い
た
の
で
あ
る
。

と
こ
ろ
で
、
以
下
は
課
題
で
あ
る
が
、
先
に
見
ら
れ
た
よ
う
な
、
県
費
補
給
金

は
府
県
制
や
地
方
自
治
の
原
則
に
反
す
る
も
の
で
あ
る
と
の
議
論
は
、
あ
る
時
期
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を
境
に
県
民
の
あ
い
だ
か
ら
薄
れ
て
ゆ
く
の
で
は
な
い
か
と
筆
者
は
推
測
す
る
。

と
う

ま

し

一
例
と
し
て
、
一
九
三
八
（
昭
和
一
三
）
年
、
沖
縄
朝
日
新
聞
社
社
長
の
当
真
嗣

ご
う合
が
府
県
制
特
例
撤
廃
時
を
回
顧
し
て
述
べ
た
次
の
文
章
を
紹
介
し
よ
う
。
当
真

は
こ
こ
で
、
府
県
制
特
例
の
撤
廃
を
大
味
久
五
郎
知
事
（
在
任
期
間
一
九
一
四
年

六
月
〜
一
九
一
六
年
四
月
）
と
鈴
木
邦
義
知
事
（
同
一
九
一
六
年
五
月
〜
一
九
一

九
年
四
月
）
の
二
代
の
知
事
に
訴
え
た
際
の
こ
と
を
回
想
し
、「
成
長
し
切
っ
た

人
間
に
赤
い
お
べ
ゝ
を
着
せ
て
置
く
や
う
な
も
の
だ
。
一
人
前
に
な
っ
た
以
上
、

大
人
並
み
の
着
物
を
着
せ
た
ら
ど
う
か
」
と
相
談
を
持
ち
か
け
た
と
こ
ろ
、
ふ
た

り
は
「
花
よ
り
団
子
だ
よ
」
と
一
蹴
し
た
と
し
て
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

花
よ
り
団
子
と
は
、
当
時
県
費
補
給
金
二
十
万
円
を
国
庫
か
ら
貰
っ
て
居
た

が
、
普
通
制
度
を
施
行
し
た
ら
夫
が
な
く
な
り
は
し
な
い
か
と
云
ふ
心
配
を

意
味
し
て
居
る
の
で
あ
る
。
所
が
夫
と
之
と
は
別
個
の
問
題
で
全
然
関
係
の

な
い
事
を
條
理
を
尽
く
し
て
説
明
し
て
も
、
最
初
か
ら
自
治
権
の
一
部
が
二

十
万
円
の
抵
当
と
し
て
、
政
府
の
倉
庫
に
蔵
ひ
込
ま
れ
て
で
も
居
る
か
の
や

う
に
、
思
ひ
込
ん
で
居
る
も
の
だ
か
ら
、
い
つ
ま
で
経
っ
て
も
埒
が
明
か
な

い
（
２１
）
。

こ
の
当
真
の
回
想
は
、
府
県
制
特
例
撤
廃
に
際
し
、
県
費
補
給
金
の
存
廃
が
問

題
と
な
っ
た
こ
と
を
伝
え
る
点
で
、
第
二
章
第
二
節
で
見
た
ふ
た
つ
の
史
料
と
同

じ
で
あ
る
が
、
先
の
二
例
に
見
ら
れ
た
よ
う
な
、
県
費
補
給
金
と
は
本
来
府
県
制

の
理
念
に
悖
る
も
の
で
あ
り
、
い
ず
れ
辞
退
す
べ
き
も
の
で
あ
る
と
の
主
張
は
展

開
さ
れ
ず
に
終
わ
る
。
む
し
ろ
、
当
真
は
最
後
に
今
や
「
間
尺
の
合
は
な
い
赤
い

お
べ
ゞ
を
抜
ぎ
捨
て
ゝ
大
人
並
み
の
着
物
に
着
替
へ
た
沖
縄
の
姿
（
２２
）
」
を
感
慨
深
く

見
つ
め
て
お
り
、「
大
人
並
み
」
と
な
っ
た
沖
縄
県
が
い
ま
だ
に
県
費
補
給
金
を

受
け
て
い
る
こ
と
の
矛
盾
は
、
こ
こ
で
は
追
究
を
免
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

そ
し
て
、
こ
こ
で
見
ら
れ
る
、
県
費
補
給
金
を
特
殊
の
措
置
と
見
な
す
発
想
の

後
退
は
、
実
は
当
真
個
人
に
由
来
す
る
も
の
で
は
な
く
、
当
該
期
に
広
く
一
般
に

共
有
さ
れ
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
か
と
筆
者
は
推
測
す
る
。
と
い
う
の
も
、
す
で

に
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
一
九
二
〇
年
の
後
半
よ
り
沖
縄
県
は
第
一
次

大
戦
後
の
戦
後
恐
慌
に
襲
わ
れ
、
基
幹
産
業
で
あ
る
砂
糖
の
価
格
の
暴
落
を
契
機

に
、
慢
性
的
不
況
と
財
政
危
機
に
陥
っ
て
ゆ
く
。
そ
の
窮
状
は
沖
縄
県
の
内
外
に

沖
縄
救
済
論
議
を
巻
き
起
こ
し
、
一
九
二
五
（
大
正
一
四
）
年
、
第
五
〇
回
帝
国

議
会
に
沖
縄
県
の
救
済
を
求
め
る
建
議
案
（「
沖
縄
県
財
政
経
済
ノ
救
済
助
長
ニ

関
ス
ル
建
議
案
」
ほ
か
一
件
）
が
提
出
さ
れ
る
ま
で
に
至
る
。
そ
し
て
、
政
府
は

一
九
二
六
年
度
以
降
五
年
間
に
わ
た
っ
て
沖
縄
県
に
国
庫
か
ら
産
業
助
成
金
を
支

出
す
る
こ
と
を
決
定
す
る
（
２３
）
。
ま
た
、
同
議
会
に
は
、
仲
吉
朝
助
を
筆
頭
提
出
者
と

し
て
「
沖
縄
県
補
給
金
増
額
に
関
す
る
請
願
」
が
提
出
さ
れ
て
お
り
（
２４
）
、
直
接
の
因

果
は
こ
こ
で
は
検
証
で
き
な
い
が
、
一
九
二
六
年
度
以
降
、
県
費
補
給
金
は
そ
れ

ま
で
の
一
三
万
六
千
円
か
ら
再
び
二
〇
万
円
に
増
額
さ
れ
る
の
で
あ
る
（
２５
）
。

つ
ま
り
、
一
九
二
五
年
前
後
を
契
機
と
し
て
、
沖
縄
県
は
国
庫
補
助
の
増
額
を

要
求
す
る
よ
う
に
な
り
、
そ
の
過
程
で
県
費
補
給
金
を
特
殊
な
措
置
で
あ
る
と
み

な
す
発
想
が
後
景
に
退
い
て
ゆ
く
よ
う
な
論
理
の
転
換
が
見
ら
れ
る
と
推
測
さ
れ

る
が
、
検
討
は
今
後
の
課
題
と
し
た
い
。

註（
１
）

琉
球
政
府
編
集
・
発
行
『
沖
縄
県
史
』
第
二
巻
（
政
治
）、
一
九
七
〇
年
、

三
八
九
〜
三
九
〇
頁
。
沖
縄
県
教
育
委
員
会
編
集
・
発
行
『
沖
縄
県
史
』
第

一
巻
（
通
史
）、
一
九
七
六
年
、
六
一
五
〜
六
一
八
頁
。
財
団
法
人
沖
縄
県

文
化
振
興
会
史
料
編
集
室
編
『
沖
縄
県
史

各
論
編
』
第
五
巻
、
沖
縄
県
教

育
委
員
会
、
二
〇
一
一
年
、
一
八
四
頁
。
沖
縄
県
議
会
事
務
局
編
『
沖
縄
県

議
会
史
』
第
一
巻
、
沖
縄
県
議
会
、
二
〇
一
二
年
、
六
七
〜
七
一
頁
、
一
七
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四
〜
一
七
五
頁
。

（
２
）

例
え
ば
、
田
里
修
氏
は
、
前
掲
『
沖
縄
県
議
会
史
』
第
一
巻
一
七
四
頁
に

お
い
て
、「
従
来
、
明
治
四
一
年
法
律
第
三
号
は
余
り
問
題
に
さ
れ
て
い
な

い
が
、
法
律
第
三
号
に
よ
っ
て
多
く
の
沖
縄
県
に
対
す
る
『
国
庫
負
担
』
が

廃
止
さ
れ
た
」
と
述
べ
て
い
る
が
、
そ
の
後
の
財
政
を
検
討
す
る
に
は
及
ん

で
い
な
い
。
ま
た
、
前
掲
『
沖
縄
県
史
』
第
二
巻
は
、
第
四
章
第
四
節
三

「
地
方
税
制
の
確
立
と
県
民
の
負
担
」
に
お
い
て
、
一
九
一
〇
年
代
初
め
の

歳
入
、
歳
出
の
推
移
や
そ
の
内
訳
な
ど
を
記
述
し
て
い
る
が
、
ほ
と
ん
ど
が

『
沖
縄
県
統
計
書
』
か
ら
の
転
載
で
あ
り
、
県
の
財
政
構
造
の
変
容
を
論
じ

る
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

（
３
）

前
掲
『
沖
縄
県
史
』
第
二
巻
、
三
九
〇
頁
。
な
お
、
県
費
補
給
金
に
つ
い

て
は
「
国
庫
補
給
金
」、「
県
費
補
助
」
な
ど
複
数
の
呼
称
が
あ
る
が
、
本
稿

で
は
『
沖
縄
県
統
計
書
』
の
記
載
に
依
拠
し
「
県
費
補
給
金
」
を
用
い
る
。

（
４
）
「
県
歳
入
決
算
累
年
比
較
」、『
昭
和
十
五
年
沖
縄
県
統
計
書
』
第
一
編
、

沖
縄
県
、
一
九
四
四
年
、
九
二
頁
。
同
書
に
よ
れ
ば
、
一
九
四
〇
年
度
に
は

支
給
が
な
い
模
様
で
あ
る
。

（
５
）
「
府
県
制
中
ヲ
改
正
シ
沖
縄
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
ス
ル
件
ヲ
定
ム
」、

『
公
文
類
聚
・
第
三
二
編
・
明
治
四
一
年
・
第
一
巻
』
所
収
（
国
立
公
文
書

館
所
蔵
、
本
館－
2A
-011-00

・
類01049100

）。
以
下
、
特
に
断
り
の
な
い

限
り
引
用
は
本
史
料
に
拠
る
。

（
６
）
「
第
二
四
回
帝
国
議
会
衆
議
院
府
県
制
中
改
正
法
律
案
外
一
件
委
員
会
議

録

第
二
回
」、
一
九
〇
八
年
一
月
二
九
日
、
三
頁
。

（
７
）
「
歳
出
経
常
部
（
決
算
）」、
内
閣
統
計
局
編
『
帝
国
統
計
年
鑑
』
第
三
一
、

東
京
統
計
協
会
、
一
九
一
二
年
、
七
二
三
頁
。

（
８
）

な
お
、
前
掲
「
府
県
制
中
ヲ
改
正
シ
沖
縄
県
ノ
負
担
及
国
庫
補
助
ニ
関
ス

ル
件
ヲ
定
ム
」
に
は
、「
参
照
」
と
し
て
、
法
律
第
三
号
の
「
特
例
」
に
該

当
す
る
と
判
断
さ
れ
る
法
律
と
当
該
条
文
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
の
で
、
参
考

ま
で
に
列
記
す
る
。
な
お
、
列
挙
さ
れ
て
い
る
も
の
の
な
か
に
は
勅
令
も
含

ま
れ
る
が
、
こ
こ
で
は
法
律
の
み
を
記
す
。
一
八
九
〇
年
法
律
第
三
七
号

「
沖
縄
県
及
小
笠
原
島
地
方
費
支
弁
法
」（「
沖
縄
県
及
小
笠
原
島
ノ
地
方
経
済
ニ

属
ス
ル
費
用
ハ
其
地
方
人
民
ノ
負
担
ス
ル
モ
ノ
ヲ
除
ク
ノ
外
従
前
ノ
通
リ
国
庫
ヨ
リ

之
ヲ
支
弁
ス
」）、
一
八
九
七
年
法
律
第
三
六
号
「
伝
染
病
予
防
法
」（「
第
三
十

二
条

此
法
律
中
ノ
規
程
ニ
シ
テ
其
ノ
準
用
シ
得
ヘ
キ
モ
ノ
ヲ
除
ク
外
北
海
道
沖
縄

県
ニ
関
シ
必
要
ナ
ル
事
項
ハ
命
令
ヲ
以
テ
之
ヲ
定
ム
」）、
一
八
九
九
年
法
律
第
九

三
号
「
行
旅
病
人
及
行
旅
死
亡
人
取
扱
法
」（「
第
二
〇
条

北
海
道
沖
縄
県
其

ノ
他
市
制
町
村
制
ヲ
施
行
セ
サ
ル
地
ニ
ハ
命
令
ヲ
以
テ
別
段
ノ
規
定
ヲ
設
ク
ル
コ
ト

ヲ
得
」）、
同
年
法
律
第
七
七
号
「
罹
災
救
助
基
金
法
」（「
第
二
三
条

此
ノ
法

律
ハ
沖
縄
県
ニ
施
行
セ
ス
」）、
一
九
〇
〇
年
法
律
第
六
三
号
「
市
町
村
立
小
学

校
教
育
費
国
庫
補
助
法
」（
第
三
条
に
北
海
道
お
よ
び
沖
縄
県
へ
の
配
賦
金
は
文

部
大
臣
が
管
理
す
る
旨
）、
一
九
〇
五
年
法
律
第
二
二
号
「
蚕
病
予
防
法
」

（「
第
一
八
条

蚕
病
予
防
事
務
ノ
費
用
ハ
府
県
ノ
負
担
ト
ス
／
沖
縄
県
ニ
於
テ
ハ
国

庫
ノ
負
担
ト
ス
」）、
一
九
〇
七
年
法
律
第
一
一
号
「
癩
予
防
ニ
関
ス
ル
件
」

（「
第
七
条

左
ノ
諸
費
ハ
北
海
道
地
方
費
又
ハ
府
県
ノ
負
担
ト
ス
但
シ
沖
縄
県
及
東

京
府
下
伊
豆
七
島
小
笠
原
島
ニ
於
テ
ハ
国
庫
ノ
負
担
ト
ス
」）。

（
９
）
「
勅
令
中
沖
縄
県
ニ
付
設
ケ
タ
ル
特
例
ニ
関
ス
ル
件
ヲ
定
ム
」、『
公
文
類

聚
・
第
三
三
編
・
明
治
四
二
年
・
第
一
巻
』（
国
立
公
文
書
館
所
蔵
、
本
館

－
2A
-011-00

・
類01069100

）。
こ
の
文
書
に
も
「
参
照
」
と
し
て
、
こ
の

勅
令
の
「
特
例
」
に
該
当
す
る
と
判
断
さ
れ
る
勅
令
と
当
該
条
文
が
挙
げ
ら

れ
て
い
る
の
で
、
参
考
ま
で
に
列
記
す
る
。
一
八
八
八
年
勅
令
第
六
一
号

「
地
方
税
中
警
察
費
ニ
対
ス
ル
国
庫
下
渡
金
割
合
ノ
件
」（「
第
一
条

地
方
税
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中
警
察
費
及
警
察
庁
舎
建
築
修
繕
費
ニ
対
ス
ル
国
庫
下
渡
金
ノ
割
合
ハ
東
京
府
ハ
其

総
高
ノ
拾
分
ノ
四
ト
シ
其
他
ノ
府
県（
沖
縄
県

ヲ
除
ク
）
ハ
六
分
ノ
一
ト
ス
」）。
一
八
九
七
年
勅

令
第
三
四
六
号
「
師
範
教
育
令
」（「
第
四
条

師
範
学
校
ノ
経
費
北
海
道
及
沖

縄
県
ヲ
除
ク
ハ
府

県
税
又
ハ
地
方
税
ノ
負
担
ト
ス
」）。
一
八
九
九
年
勅
令
第
二
八
号
「
中
学
校

令
」（「
第
三
条

前
条
ノ
中
学
校
ノ
経
費
ハ
北
海
道
及
沖
縄
県
ヲ
除
ク
外
府
県
ノ
負

担
ト
ス
」）。
同
年
勅
令
第
三
一
号
「
高
等
女
学
校
令
」（「
第
三
条

前
条
ノ
高

等
女
学
校
ノ
経
費
ハ
北
海
道
及
沖
縄
県
ヲ
除
ク
外
府
県
ノ
負
担
ト
ス
」）。
同
年
勅

令
第
二
七
七
号
「
行
旅
病
人
死
亡
人
等
ノ
引
取
及
費
用
弁
償
ニ
関
ス
ル
件
」

（「
第
二
条

第
一
条
ノ
地
ニ
シ
テ
樺
太
又
ハ
沖
縄
県
ニ
属
ス
ル
ト
キ
ハ
当
分
ノ
内
費

用
ハ
国
庫
ノ
負
担
ト
シ
引
取
ハ
地
方
長
官
之
ヲ
掌
ル
ヘ
シ
、
台
湾
ニ
属
ス
ル
ト
キ
ハ

其
ノ
費
用
及
引
取
ニ
関
シ
テ
ハ
台
湾
総
督
ノ
定
ム
ル
所
ニ
依
ル
」。
な
お
こ
こ
で
引
用

さ
れ
て
い
る
条
文
は
、
一
八
九
九
年
勅
令
二
七
七
号
の
抜
粋
で
は
な
く
、
一
九
〇
七

年
ま
で
の
改
正
を
反
映
し
た
も
の
で
あ
る
）。
一
九
〇
一
年
勅
令
第
一
三
九
号

「
獣
疫
及
畜
牛
結
核
病
予
防
ニ
関
ス
ル
費
用
負
担
区
分
」（「
第
三
条

沖
縄
県

ニ
於
テ
ハ
当
分
ノ
内
府
県
及
市
町
村
ノ
負
担
ニ
属
ス
ル
費
用
ハ
国
庫
ノ
負
担
ト
ス
」）。

（
１０
）
『
法
令
全
書
』
明
治
四
二
年
、
二
五
頁
。

（
１１
）

当
該
期
の
地
方
財
政
に
つ
い
て
は
以
下
の
研
究
を
参
照
。
藤
田
武
夫
『
日

本
地
方
財
政
発
展
史
』、
河
出
書
房
、
一
九
四
九
年
。
地
方
自
治
百
年
史
編

集
員
会
編
『
地
方
自
治
百
年
史
』
第
一
巻
、
地
方
自
治
法
施
行
四
十
周
年
・

自
治
制
公
布
百
年
記
念
会
、
一
九
九
二
年
。
山
中
永
之
佑
『
近
代
日
本
地
方

自
治
制
と
国
家
』、
弘
文
堂
、
一
九
九
九
年
。

（
１２
）

前
掲
藤
田
『
日
本
地
方
財
政
発
展
史
』、
二
一
八
頁
。

（
１３
）
「
諸
税
負
担
総
額
」、『
沖
縄
県
統
計
書
』
第
一
編
、
沖
縄
県
、
各
年
度
。

（
１４
）

前
掲
地
方
自
治
百
年
史
編
集
委
員
会
編
『
地
方
自
治
百
年
史
』
第
一
巻
、

五
七
一
頁
。

（
１５
）
「
道
府
県
収
入
（
決
算
）」、
内
閣
統
計
局
編
『
帝
国
統
計
年
鑑
』、
第
四
〇
、

一
九
二
六
年
、
五
四
二
〜
五
四
三
頁
。

（
１６
）

た
だ
し
、
歳
入
に
占
め
る
県
税
の
比
率
が
相
対
的
に
小
さ
か
っ
た
と
い
う

こ
と
を
も
っ
て
、
沖
縄
県
民
の
税
負
担
が
軽
か
っ
た
と
い
う
こ
と
は
で
き
な

い
。
こ
の
点
は
担
税
力
の
観
点
か
ら
あ
ら
た
め
て
考
察
さ
れ
な
く
て
は
な
ら

な
い
。

（
１７
）
「
特
別
制
廃
止
」、『
琉
球
新
報
』
一
九
一
四
年
九
月
二
二
日
。

（
１８
）

同
前
。

（
１９
）

山
本
実
彦
「
特
別
県
制
撤
廃
問
題
」、
同
『
我
観
南
国
』、
東
京
堂
書
店
、

一
九
一
六
年
、
二
二
六
〜
二
二
七
頁
。

（
２０
）

同
前
、
二
二
九
頁
。

（
２１
）

当
真
嗣
合
「
特
制
撤
廃
の
思
ひ
出
」、『
月
刊
琉
球
』
第
二
巻
第
九
号
、
一

九
三
八
年
一
〇
月
、
一
一
頁
（
沖
縄
県
立
図
書
館
所
蔵
）。

（
２２
）

同
前
、
一
四
頁
。

（
２３
）

以
上
沖
縄
県
編
集
・
発
行
『
沖
縄
県
史
』
第
三
巻
（
経
済
）、
一
九
七
三

年
、
第
五
章
第
二
節
、
同
章
第
五
節
。

（
２４
）
「
第
五
〇
回
帝
国
議
会
貴
族
院
請
願
文
書
表
第
三
六
九
号
」（『
第
五
〇
回

帝
国
議
会
貴
族
院
請
願
文
書
表
』、
国
立
国
会
図
書
館
議
会
官
庁
資
料
室
所

蔵
）、「
第
五
〇
回
帝
国
議
会
衆
議
院
議
事
速
記
録
附
録
」（
同
回
衆
議
院
は

請
願
文
書
表
の
現
存
が
な
い
た
め
議
事
録
で
確
認
し
た
）。
な
お
、
請
願
の

全
文
は
、
企
画
部
市
史
編
集
室
編
『
那
覇
市
史

資
料
編

第
二
巻
中
の

五
』、
那
覇
市
役
所
、
一
九
七
二
年
、
二
一
五
〜
二
一
七
頁
に
所
収
。

（
２５
）
「
県
歳
入
決
算
累
年
比
較
」、『
昭
和
二
年
沖
縄
県
統
計
書
』
第
一
編
、
沖

縄
県
、
一
九
二
九
年
、
一
三
六
〜
一
三
七
頁
。
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